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イギリス「大不況期」 (1873-96)に
おける工業の停滞
?
井 政
?
はしがき
イギリス経済史には「大不況」 TheGreat Depressionと呼ばれている時期
が2つある。一つは1873年の恐慌に続く時期であり，他の一つは1930年前後の世
界恐慌の時期である。本稿が対象とするのは前者である。19世紀のイギリス経済
史をかりにナポレオン戦争の終結から第 1次大戦の前夜までとして，この間の
推移を示すとすれば，例えば次のように表現することができる。すなわち， (1)
1815~1830年，戦後の反動期，・ (2)1830~1850年，改革の時期， (3)1850~1873 
年，好況期， (4)1873~1886年，大不況期,(5) 1886~1914年，国家統制期（レ
セ・フェー ルヘの反動期）。 各時期に付したラベルはノールズに従ったのである
が， 19世紀の半ば (1846年の穀物法の撤廃または1851年の万国博覧会）から1873年に
至る好況期のイギリスは「世界の製鉄所，世界の運送業者，世界の造船業者，
世界の銀行家，世界の工場，世界の手形交換所，世界の貨物集産地」であって．
この時代の「世界の貿易はイギリスを軸として動いた」といわれている1)。こ
のようにイギリスが世界経済の指導者の地位につきえたのは，基本的にはイギ
リスが最初に産業革命を成し遂げたからにほかならない。後世のイギリス人が
幾分かノスタルジャーの意をこめて過去の栄光を語るさい，しばしば「ヴィク
トリア朝の繁栄」 Victorian prosperityというが， それはまさにこの時期
である。このような空前の繁栄が 1873年の恐慌を境に一転して大不況期に入
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る。ここでは，この時期の一般的特徴，工業の停滞，およびその原因について
考えてみたい。
(1) L. C. A. Knowles, The Industrial and Commercial Revolution in Great Britain 
during the Nineteenth Century, 1926, p. 139. 
1 「大不況」期
「大不況」という言葉は今日，イギリス経済史上の用語として定着し，広く
用いられているが，必ずしも明確な内容をもった用語ではない1)。1870年代か
ら全般的に物価は下落し，利子・利潤は低下し，特に尚工業者や金融業者の間
に不況ムードが拡がった。 1885年には「近年，商工業の各分野に起っている不
況について，その程度と性格と原因，並びに立法その他の措置によって緩和し
うるか否かを調査し報告する」ために勅命委員会が任命され，翌年，幾つかの
報告書が議会に提出された。 このほか各地の商業会議所や業界の印刷物， 著
書，新聞，雑誌，講演など，前の時期と打って変った暗い文字や悲鳴が全国に
満ちあふれた。外からはドイツ，アメリカ等の新しい工業国の激しい競争，内
からは労働者の攻勢に悩まされてコプデン派の経済的自由主義に対する不信の
声が起こった。 1881年には国民公正貿易同盟 NationalFair Trade League 
が結成されて報復関税や帝国特恵関税の採用を訴え，関税改革運動がスタート
を切った。このように不況に悩む人々の悲痛な叫び声の中から「大不況」とい
う言葉は生まれたのである。その後1896年頃になって物価のカーブは再び上昇
に転じ，景気が回復するにつれて悲鳴も次第に消えていった。したがって大不
況期の終りはノールズのように1886年で区切らず更に10年延ばして1896年にす
るのが妥当である。したがって今日では，大不況期といえば1873年から1896年
までとするのが学界の慣例になっている。
しかし，この大不況期の4半世紀には絶対的な衰退を示す証拠は全くなかっ
た。生産と貿易は引続き拡大し，国民所得と国富は伸び，実質賃銀と生活水準
も向上した」のである。 「この期間に物価はたしかに下落したが，その他の経
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済活動の指標一石炭と銑鉄の産出高，船舶建造高，原毛原綿の消費高，輸出入高，．
入出港トン数，鉄道貨客輸送量，銀行預金高と手形交換高，株式会社設立数，貿易
利潤，小麦・肉・紅茶・ビール・タバコの一人当り消費量ーはすべて上昇傾向
を示した」2) だが，これを絶対値でなく，成長率でみると，伸び率の鈍化は蔽
うべくもない。ことに統一後のドイツやアメリカの新工業国の成長率と比較し
たばあい，イギリス経済の停滞性はいっそう目立ってくる。 1870年代をイギリ
ス経済の「更年期」 Climactericなどと呼ぶ悲観的な見解が現われてくる所以
である3)C 
上述のように1873-1896年を大不況期と呼ぶとしても，この全期間が不況に
終始したのでないことはいうまでもない。短期の景気変動をみれば 1882年と
1890年をビークとする短かい好況と1879年， 1886年， 1893年を底とする激しい
不況との循環であった。だがこの時期全体を長期のトレンドとして促えるなら
ば，コンドラチェフのいう長期波動の下降期に当っており，この点，大不況と
いう名称もかつてビールズが批判したほど不当な表現ではない。むしろこの時
期のムードや特徴を浮き彫りにした適切な名称であるといえるかもしれない。
というのは，高度成長の恵みを謳歌したヴィクトリア朝の繁栄が去り，欧米新
工業国の挑戦をうけて工業的覇権を失い，停滞性が目立ってきた時期，このい
わば試錬に直面した時期のイギリス国民の危機感や激しい競争に対する悲鳴，
それらがかもしだす転換期のムード，これを表現する名称として「大不況」は
むしろふさわしい呼び方ではないか，また後に続く時期のイギリス経済の動向
を理解する上にも便利な名称ではないかとさえ思われる。
大不況期はたしかにイギリス経済史の大きな曲り角であった。1851年，ハイド
・パークで万国大博覧会を開いて，世界最初の工業国としての偉容を誇った頃・
からイギリス経済はロストウのいわゆる成熟段階に入っていく。この段階では
もう産業革命期のような飛躍的な高度の成長率を期待することは困難で，当面
の時期には悩みと問題を抱えた更年期を迎えることになる。例えば経済的ナシ
ョナリズムの下に国際貿易戦，関税戦争が激化し，イギリスの繁栄が初めて重
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大な脅威に曝されたこと，同時にその当然の結果として経済的帝国主義が現わ
れ始めたこと，それに全ヨーロッパ的に社会主義が再び活澄化して，資本主義
の支配体制を大きく動揺させたことなどがそれである。したがって大不況を資
本主義の二つの段階ーすなわち， 「活気のある，繁栄した，大胆な楽観主義に
輝いた資本主義」と「いっそう不安げな，ためらいがちな，……すでに老衰と
荒廃の影を宿した資本主義」ーをわかつ分水嶺であると評する者もある4)。こ
のようなイギリス経済の転換はまた経済思想ないし経済学説にも転機をもたら
した。新古典派の生誕がそれで，彼らの主たる関心が経済成長よりも，むしろ
分配や均衡のメカニズムに向かったのも，大不況期の社会不安が一因となって
いることは周知のとおりである。じっさい， 「無生物の世界を変革し，利用し
ていく人類の力についての昔からの疑問は次第に消えたのだが，それに代って，
人間社会の内部や人間社会相互間におこる緊張，物質の豊かさによって救われ
るどころか，時にはいっそう深刻化したこの緊張，を取り除き解決していく人類
の能力についての不安が生まれたにすぎない」 5)といっても過言ではない。こ
の緊張を緩和することが，この時期の経済学者に与えられた実践的課題であっ
た。
大不況期は大体，以上のような歴史的性格をもっていたのであるが，この期
間を通じて最も顕著な特徴といえば， それは急速な物価の下落である。いま
1873年を中心とする 5年間の物価指数の平均を1896年を中心とする 5年間のそ
れと比較すると，この間に物価は約40彩（サワベックの指数によると食料品で37%,
原料品で4596,ェコノミストの指数では40%,商務省の指数では53%)下落したことに
なり，同世紀前半期の物価下落よりはるかに急激であったり。しかもそれは世
界共通の現象であった。この物価下落が大不況の主要な一因となっていたこと
はいうまでもない。そこで問題は物価下落の原因は何かということになるが，
これについては，例えば貨幣の側からする説明（貨幣数量説）， あるいは財貨の
供給の側からする説明（相対的過剰生産）など多くの主張があり，今日なお見解
は分れている。当時の人D・A・ウェルズは同時代人の見解を要約して次のよ
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うにいう。 「ほとんどすべての調査者が一致して認めることは，広範囲のしか
も長期にわたった『事業の不振』がただ一つの原因によるのではなく，多少と
もそれに関連のある多くの原因によるということである。それらの原因の中で
も次に挙げるものは特に有力だと一般に考えられている。すなわち『過剰生
産』， 『金の不足と騰貴』ないし［銀本位制の廃止による銀の下落』，一方では
保談関税により，他方では過当な不自然な競争ーそれに対して『公正』貿易も保
護貿易もとらなければ当然外国からの過度の輸入を許すことになるーによる『
自由通商の制限』， 破壊的戦争とくに普仏戦争によって生じた重大な国家的損
失，凶作，対外貸付と対外投資の非生産性，不当な投機と大インフレーション
によるその反動，労働組合その他の労働組織によるストライキと生産の中断，
少数者への資本集中と富の平等な分配を求める反対勢力，アルコール飲料の過
度の消費と労働者階級一般の浪費。」7)そしてウェルズ自身は物価下落の原因と
しては金の不足ということよりも，むしろ1860年以降の生産と分配の変化，すな
わち，輸送革命のもたらした輸送費の低下や技術革新による生産性の向上を重
視した。例えばスエズ連河の開通 (1869年）とそれに伴なう帆船から汽船への
移行，電信施設の発達，後進地域における鉄道網の普及，これらは相まって輸
送費を大巾に低下させた。そのことはスエズ運河の開通によって昔は 6カ月な
ぃし 8カ月も費したロンドンーカルカッタ間の航海が今や 1カ月以内に短縮さ
れたという一事をもってしても明らかであろう。こうした輸送革命の達成はま
た他方における安価な鋼鉄によって大いに促進された。安価な鋼鉄の量産はベ
ッセマーの発明に負う。 1873年，ベッセマー鋼はイギリスではトン当り80ドル
であったが， 1886年には20ドル以下で売られていたという。
以上のような物価下落の原因に関する当時の人々の見解は，その後の進んだ
経済理論によってあるいは批判され，あるいは補強されたが，なお疑点がないわ
けではないめ。したがって，ここに示す説明も一つの試みに過ぎないのだが，
それはこの時代の世界的な物価下落の原因を貨幣的要因と財貨の供給の二面か
ら捉え，金の不足および機械技術の進歩による生産性の向上を基本的な原因と
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する考えで，イギリスのばあいは更にこの上に外国の競争を付け加えたいと思
う。 70年代， 80年代は60年代に比ぺて産金額が少なかったばかりでなく・,・70年
代の初めにドイツが金本位を採用し，アメリカとラテン・アメリカでは銀の本
位貨幣としての通用性をやめた。これらに伴なう金の不足は一他方に信用証券
の増大があったとしても一貨幣数量からいって物価下落の一因と考えられる。
また過去の経験からいっても1848年にカリフォルニアで， 1851年にオーストラ
リアで金鉱が発見されたことが好況期の物価騰貴の一因であったし， 1896年以
降，南アフリカからの金の流入が再び物価を上昇させる一因となっていた。し
たがって金の不足はやはり物価下落の一因にあげるべきであろう。次に機械技
術の進歩によって交通手段の改善をも含めて生産性が向上し，生産コストが低
下したことである。（これが過去における内外の投資のもたらした成果であるという理
解から投資に重点をおいた表現も可能である）以上は一般的にいったばあいである
が，特にイギリスにおける物価下落という点からいえば， ドイツ・アメリカと
いった新しい工業国の競争は重要な要因であって，その結果イギリスでは輸出
が停滞し，相対的な供給過剰を招いたと考えられるからである。
(1) H. L. Beales, "The Great Depression in Industry and Trade,• Econ. Hist. Rev., 
vol. V, 1934ー 5,pp. 65-75. 
(2) A. E. Musson, "The Great Depression in Britain, 1873ー 1896: a Reappraisal,• 
Journ. Econ. Hist., 1959, p. 199. なお，右の論文は南克己氏によって紹介されて
・る（商経法論叢， 11巻， 2°4号）。
(3) D. J. Coppock, "The Climacteric of the 1890s: A Critical Note", The Ma加 bester
School of Economic and Social Studies-, vol. 24, 1956, pp. 1-31. 
(4) ドップ，京大近代史研究会訳「資本主義発展の研究」第2巻， 124ページ．
(5) S. G. Checkland, "Growth and Progress : The Nineteenth Century View in 
Britain", Econ. Hist. Rev., vol. XIl, 1959, p. 62. 
(6) W. T. Layton and G. Crowther, An Introduction to the St叫[yof Prices, 1938, 
p. 238. 
(7) D. A. Wells, Recent Eco加 micC加nges,1890, pp. 20ー 21.
(8) Musson, loc. cit., pp. 203-5に要約されている。
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2 工業の停滞
大不況に入る前の半世紀間，イギリス産業生産の伸びは，ホフマンの計算によ
れば年3彩ないし 45lるで， したがって， 60年代迄には同世紀初期の 6倍にも相
当する高度の生産水準にあった。それが大不況期には2彩以下に低下したのであ
る1)。労働の生産性という点からいっても大不況期直前の1850-70年には年2
％を超える高い向上を示したが，その後は 1彩以下に低下した2)。このような
生産の停滞を鉄鋼・ 石炭・綿の三つの主要産業部門についてみてみよう。
(1) 鉄鋼
イギリス国内の鉄道プームが去った後も機械工業・造船業• その他鉄を使用，
する諸工業が発展したことと，アメリカ・ロシアなど海外における鉄道建設，
工業化の進展，新しい鉄鋼業の拾頭などに刺戟されて，イギリスの鉄鋼生産と
輸出は急速に伸びた。ことに1869-1872年のプームのさいの伸びは飛躍的であ
った。 1870年， 「世界の製鉄所」としてのイギリスの地位は動揺しつつあった
とはいえ，世界鉄鋼生産に占める割合は諸外国を逝かに引き離していた。主な
製品についていえば， 銑鉄では約600万トンで世界総生産量の50%を占め第2
位のアメリカ (170万トン）の 3倍半， ドイツやフランスの5倍に当り，・錬鉄で
は260万トン，世界生産量の37.5%で，これは第 2位のアメリカ (116万トン）の
2倍以上にあたり，続くドイツ・フランスは 100万トン以下であった。まだ新
しかった鋼鉄生産では220万トン，世界総生産量の43彩で第2位のドイツ (13万ト
ン）を大きく引き離していたい。 このことはまた輸出，ことに銑鉄と鉄道レー
ルの輸出の激増となって現われた。すなわち，銑鉄では1855年の29万トンから
1872年には133万トン，鉄道レールでは1856年の46万トンから1870年には100万
トン以上に増加した。 1870年代の初め，アメリカでは保護関税の下に鉄工業は
急速に発達してイギリスの輸出市場としての比重は次第に低下しつつあった
が，それでもなおイギリス製鉄道レールでは第一の顧客（全体の52彩）であり，
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他方ドイツでは鉄鋼業の発達に伴なって大量の銑鉄を必要とし，イギリス製銑
鉄にとって最大の市場となっていた。当時イギリスは主としてスエーデンから
若干の棒鉄を輸入していたが，年産600万トンに及ぶ製銑高からみれば 15万ト
ンほどの輸入は無視してもよかろう。
以上のように，ョーロッパでもアメリカでも急速にイギリスの後を追ってき
たが，それでもイギリスがなお世界の鉄鋼生産において指導的地位を保ちえた
のは，一つには原料（鉄鉱，燃料，石灰石）に恵まれていたからである。イギリ
スには豊かなヘマタイト鉱（赤鉄鉱）があって， 始まったばかりの鉄鉱輸入は
まだ全消費量の 1彩にすぎなかった。他方，大陸の豊かな含燐鉄鉱は大部分が
利用されていなかった。というのは，それを可能にするトマス塩基性炉法がま
だ知られていなかったからである。
「鉄の時代」は1870年頃から「鋼の時代」に入ったといわれるが，イギリス
が鉄鋼業における指導的地位から退くのはこの「鋼の時代」に入ってからのこ
とである。すなわち，大不況期のうちにイギリスの相対的地位は次第に後退
し， 90年代に鋼鉄はアメリカ・ドイツに，銑鉄はアメリカに何れも追い越され
てしまった。 1740年にハンツマンが堪蝸製鋼法を発明していらい，イギリスは
鋼の時代をもたらした主要な技術革新の出生地であった。ことに近代製鋼技術
（熔鋼法）の発展に貢献した三つの偉大な技術革新は特記すぺきであろう。ま
ずベッセマーの酸性転炉法 (1856年）は燐分の少い鉱石を使って安価な鋼鉄の
大量生産を可能にし，続いてシーメンス兄弟による平炉法の成功 (1869年商業的
に成功）によって石炭の消費を節約して， しかも良質の鋼を得， さらにギルク
リスト・トマスと従兄弟のパーシー・ギルクリストの塩基性転炉法 (1878年）
によって， これまで古いパドル法によってしか利用できなかった旭大（ヨーロ
ッパ鉄鉱資源の10分の9を占めた）な含燐鉄鉱が大々的に利用しうるようになっ
た。しかし，このような新技術の開発はイギリスよりも，むしろアメリカやド
イツにより大きな成果をもたらした。数字で示すと，鋼の時代がスクートした
70年代の10年間に世界の鋼鉄生産は 8倍になったが，イギリスでは 6倍に足ら
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ない。他方，アメリカでは30倍も増加し，絶対量においてもイギリスと肩を並
べるに至った。 80年代以降になるとトマスの塩基性炉法の成果が現われて，世
界の鉄鋼生産地帯は変貌し，豊かな含燐鉄鉱に恵まれたドイツやアメリカでは
鋼鉄生産高は急速に伸びた (1880-1900年の間にドイツでは9倍，アメリカでは8
倍）。これに反して鉄鉱石が不足しスペインやスエーデンからの輸入を必要と
していたイギリスでは，生産の大部分が依然として酸性炉法によっており，その
ため同期間の生産の伸びは 4倍にも達しなかった。 1900年になると鋼鉄生産量
はイギリスの 490万トンに対し，ドイツは 636万トン， アメリカは 1019万トン
で，イギリスの敗色は決定的であった。 （第1表参照）
第1表鋼鉄生産高（単位千トン）
I イギリス 1 ドイツ I フランス I ベルギー I アメリカ 1 世 界
1870 220 130 80 40 510 
1875 710 ・320 210 50 380 1,790 
1880 1,290 690 380 130 1,250 4,180 
1885 1,890 1,200 550 150 1,710 6,190 
1890 3,580 2,100 670 220 4,280 12,280 
1895 3,260 3,830 860 450 6,110 16,650 
1900 4,900 6,360 1,540 630 10,190 27,830 
〔出所〕 Burnham and Hoskins, Iron and Steel in Britain 1870-1930, p. 27. 
(2) 石炭
工業国イギリスの成立と発展に石炭が果した役割はいかに高く評価してもし
すぎることはない。多くの産業を有機的原料への依存から解放した決定的な技
術的変化は木材に代って石炭の利用方法を発見したことであった。 H・S・ジ
ェヴォンズは「19世紀におけるわが国商工業の偉大な発展は，造物主がわれわ
れに低廉な石炭を豊かに恵み給うた結果であった」 4)といっている。しかし19
世紀の初め頃では石炭の主たる市場はまだ家庭と小規模の工業であった。大
体，全生産の10-15%を吸収した鉄工業を別にすると，石炭を消費する主たる
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工業は煉瓦製造，醸造，アルコール，蒸溜，製バン，陶器製造，銅・錫精錬等
であって蒸気機関の普及はワットの特許権と石炭輸送費が高いために遅れてお
り，海外輸出はまだわずかに全生産量の 2彩に過ぎなかった。したがって恐ら
く全体の 2分の 1ないし 3分の 2ぐらいが家庭で消費されたものと推定されて
いる5)。ところがヴィクトリア盛期になると石炭の消費構造は著しい変化をと
げた。 1869年を例にとると~37彩が製鉄と鉱
第2表 19世紀イギリス石炭生産高
山業に， 23.6%が工業用蒸気力に， 6%がガ （単位百万トン）
ス， 9彩が輸出に向けられ，家庭用は17彩に 1800 1. 0 1860 80.0 
激減している6)。つまり石炭市場が家庭と小
1816 15.9 1865 98.2 
1820 17.4 1870 110.4 
工業から製鉄燃料と蒸気力の源泉へと転換し 1825 21. 9 1875 131. 9 
1830 22.4 1880 146.8 
たわけで，イギリスの出炭量が急激に伸びた 1835 27.7 1885 159.4 
のもこの時期であった。第 1図が示すよう 1840 33.7 1890 181. 6 
1845 45.9 1895 189.7 
に， 1830-1860年はイギリスの石炭生産高が 1850 49.4 1900 225.2 
最も高度の成長を遂げた時期であった。出炭 1855 61.5 
量はこの間に約 3倍半以上 (2240万トンから
〔出所〕 Deane and Cole, British 
Econoomic Growth, p. 216. 
8000万トン）に増加した。 （第2表）
このようなイギリス石炭産業の急速な発展をもたらした原因としては(1)需要
第1図イギリス石炭生産年成長率（彩）
+4 
+2 
＇ 、ク ヽI ＼ 
＇ ‘ ‘’ ,_ヤ
゜
-2. 
180 1810 1820 1阻01840 1B50 1860 1870 1860 1囲0190 
〔出所〕 W.G.Hoffmann, British In血stry,1955, p.320. 
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の増加ということが考えられるが，これについては人口の著しい増加も一因だ
が，主役を演じたのは産業ーとりわけ鉄工業ーに対するエネルギーの供給であ
った。 (2)次にあげるべきは輸送手段の改善による運賃の低下である。 18世紀中
葉には「河川から隔ったところの石炭は無価値に等しい」といわれたが，商品
の性質からして石炭市場の拡大は低廉な輸送費に負うところが大きい。イング
ランド北東部の炭田が早く開けたのも海に近接していて輸送に便利であったか
らである。切り羽での採炭そのものは依然としてつるはしに頼っていたが，蒸
気機関と強カロープの採用によって，ボトルネックとなっていた切り羽から坑
ロまでの運炭が容易となり，新しい換気方法と照明方法の発明によって坑内の
安全度は大いに高まったのである。
19世紀後期のイギリスは真に「石炭の時代」であった。石炭産業はあらゆる
産業にエネルギーを供給する基幹産業であり，世紀末期には石炭は主要な輸出
バンカー'• ,,_,. 
産業でもあった。 1860年代には輸出炭（コークス，輸送船消費分を含む）は全体の
約10バーセントであったが，世紀末期には20バーセントを超えており7),輸出
額においても世紀末には毛織物や鉄鋼製品と肩を並べていたい。しかし石炭生
産の年成長率は1860年までの 4半世紀は年4パーセント前後の高成長率であっ
たが， 1860年のビーク以後は大不況期も通じて年2彩前後に低下した。これは
アメリカやドイツの高い成長率と著しい対照をなしている（第3表）。視点を
第3表各国年平均石炭生産の5年毎の増加率（彩）
期間中央年次 |アメリカ 1ドイツ Iフランス 1ベルギー Iイギリス l世 界
1871 (1869ー 73) 61. 7 33.3 20.1 18.8 17.6 26.2 
1876 (1874ー 78) 24.0 24.7 15.5 1.1 12.3 18.2 
1881 (1879ー 83) 60.2 27.7 15.9 17.1 14.3 26.6 
1886 (1884-88) 40.9 21. 8 5.3 6.3 7.2 19.1 
1891 (1889ー 93) 33.0 20.9 24.1 9.4 9.9 20.3 
1896 (1894ー 98) 17.7 23.5 15.2 7.0 9.8 16.7 
1901(1899ー 1903) 51. 3 33.3 10.6 8.2 14.8 31.1 
1901迄の30年間 I 563 I 286 I 123 59 91 I 228 
〔出所〕 W. S. Jevons, The Coal Q匹 stion,3rd ed., 1906, p. 365. 
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かえて，労働の生産性という点からみると， 1883年の坑内労働者 1人当り年間
採炭量411トン（坑外労働者も含めると333トン）が最高で，世紀末期には大よそ10
彩の減少となっている9)。他方，炭価の方は変動が激しく，一般的な傾向を把
握することはかなり困難である。 1870年代初めの「石炭飢饉」の頃の炭価は一
般物価上昇のトップをいく高騰を示したが，この例外的な時期を外して，試み
に1866-1870年の平均と1891-1895年のそれとを同時期のサワベックの一般物
価指数の動きと比較してみると，炭価は一般物価に比して割高になっているこ
とが分る。ことにこの傾向を同時期におけるアメリカの濡青炭の低廉化の傾向
（ボルチモア漉青炭はトン21.08シリングから9.79シリングに低下）に対比すれば， ィ
ギリスの相対的な高炭価の傾向が目立っている10)。かようにイギリス炭鉱業
における「ドラマティックな更年期11)」の訪れによって， イギリス産業はこ
れまで持ち続けてきた安価な石炭という有利な条件を次第に失っていったので
ある。
(3) 綿糸布
産業の停滞は消費財産業にも現われた。綿工業は生産高においても輸出高に
おいても19世紀イギリス繊維工業を代表していたが，原綿の消費量から19世紀
の成長率をみると，大よそ年3.5彩ほどの伸びを示している。 しかし技術革新
の進歩が緩慢になる世紀後半は前半に比べて伸び率はかなり低下している。す
なわち前期においては年成長率は 5彩をこえ，ことにナポレオン戦争後の 4半
世紀間のごときは 6.5彩をこえた。それが後期に入ると原綿の大部分を供給し
ていたアメリカで南北戦争が起ったため， ランカシャーはいわゆる「綿花飢
饉」 (1861-4年）に見舞われ手痛い打撃をうけた。しかしこの異常な時期を
除いて， 1869-71年と1894-96年の二つの期間をとっても，この間の伸びはわ
ずかに年1.2彩程度に過ぎない12)。同じ傾向は綿製品の輸出統計にも現われて
いる。例えば40年代半ばと60年代末との15年間の綿糸と綿布の輸出量の年平均
成長率は前者が2彩，後者は 6%である18)。それが大不況期には綿糸が 1彩
以下，綿布で1.6彩に落ちている14)。大不況期には年々の綿糸布生産（量）の
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うち輸出はその 85彩（これは鉄鋼より遥かに高率）で， 国内消費に廻るのは 15彩
程度に過ぎなかった15)。 したがって輸出の動向がこの工業の消長を決める鍵
となっていたことはいうまでもない。さらに，このような輸出の停滞の背後に
は，第2図の英米綿糸の実質コストの比較が明らかにしているような，生産性
の停滞， すなわち， ランカシャーにおける緩慢な実質的コストの低下に対し
て，アメリカ（マサチュセッツ）においては大巾に低下しているという事実，が
あったことも見逃してはならない16)。
第2図 英米綿布の実質的コストの比較
指数1913=10
1850ー 1900
10 
（出所〕 G.T. Jones, Increasing Return, 1933, p.210. 
(1) W. G. Hoffmann, British Industry 1700-1950, 1955, p.319 Diagram, P. 
(2) Musson, loc. cit., p. 206.、
(3) T. H. Burnham and G. 0. Hoskins, Iron_ and Steel in Britain 1870-1930, 
1943, p. 28. 
(4) H. Stanley Jevons, The British Coal Trade, 1915, p. 720. 
(5) P. Dean and W. A. Cole, British Economic Growth 1688-1959, 1962, p. 218. 
(6) R. Price-Williams, "The Coal Question", Journ. Roy. Stat. Soc., vol. Lil, 1889, 
p. 38. 
(7) D. A. Thomas, "The Growth and Direction of Our Forein Trade in Coal during 
the Last Half Century," Journ. Roy. Stat. Soc., vol. LXVI, 1903, p. 440によ
れば，イギリスの石炭生産のうち輸出の占める比率は次の通りであった。
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1850 6.8% 
1860 10.5 
1870 12.8 
1880 16.3 
1890 21. 3 
1900 25.9 
(8) W. Schlote, British Overseas Trade from 1700 to the 1930s, 1952, Tables 
14, 15, 16. 
(9) A. J. Taylor, •Labour Productivity and Technological Innovation in British 
Coal Industry, 1850ー1914•, Econ. Hist. Rev., vol. XIV, 1961, Appendix I. 
O.!B H. Cox ed., British In血striesunder Free Trade, 1904, pp. 355ー 60.
(1) Coppock, loc. cit., p. 23. 
0.2)・Deane and Cole, op. cit., pp. 186ー 7: W. G. Hoffmann, op. cit., p. 326. 
0.f§ T. Ellison, The Cotton Trade of Great Britain, 1886, p. 59に示された表より
算出。
(141 G. P. Jones and A. G. Pool, A Hundred Years of Economic Development, 1940, 
p. 189の輸出統計より算出。
0.5) Ellison, op. cit., p. 306. 
0.6) G. T. Jones, Increasing Return, ed. Colin Clark, 1933, pp. 11← 19, 212. 
3 停滞の原因
上述のように大不況期には工業生産の伸びは著しく鈍化した。ことにアメリ
力やドイツと比較したばあい，それは一層目立ったが，このような停滞性の原
因はどこにあったか1)。商工業の発展においてパイオニーアだった国が，他の国
々の模倣が進むにつれて相対的に以前の地位が後退するのは避けがたいことで
ある。アメリカやドイツの経済はちょうど産業革命初期のイギリスのように経
済成長の初期の段階にあったから，成熟段階のイギリス経済よりも成長率が高
いのはむしろ当然のことであり，イギリスの経済成長率が前の時期に比ぺて低
下したのも自然の趨勢といえるかもしれない2)。しかしこのような説明は，成
長率の著しい鈍化を運命論の中に解消してしまい，イギリス経済が内包してい
た欠陥を陰蔽してしまうおそれがある。というのは，もし企業家や国家が適切
な方策を講じていたとすれば，成長率の急速な低下は，完全には防ぎえないに
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しても，かなりの程度緩和しえたであろうと思われるからである。そこで工業
生産の停滞を外部からの要因のみならず内部の要因にも求めて，以下，鉄鋼，
石炭，綿について検討してみたい。（なお化学・電気といった，いわゆる「新興工業」
についての検討は，別稿にゆずりたい）まず鉄鋼についていえば，鉄道レールの輸
出が減退ー特にアメリカ向けーしたこと，経営規模が小さかったこと，新製鋼
法（塩基性炉法）の採用が後れたこと，があげられる。レール鉄は1870年代に半
減したが，特に対米貿易においては劇的であった。すなわち1871年には50万ト
ン以上の輸出があったのが， 1876年には皆無となった。対米鉄輸出全体につい
ていえば， 1871年の 100万トンから 1878年には20万トン以下に低下している。ヨ
ーロッパでも特に対独輸出が減退した3)。これはかつて重要な輸出先であった
これらの国々が保護関税やカルテルに守られて製鉄業が興隆し，対英依存度が
大巾に低下したことの結果である。しかしィギリスが「鉄の時代」に占めてい
た優越的な地位を「鋼の時代」において失うに至ったのは，一つには競争国に
比べて企業規模が小さく，そのために生産能率が低く，かつ長期資金の調達に
おいても不利な地位におかれていたからである。
外国では鉄鋼業は大てい大企業であって，そこではコークスは大規模に製造
され，炉ガスの利用，副産物の回収が行なわれ，また大型熔鉱炉の設置，製鋼
・圧延の一貫作業によって燃料の消費を大巾に節約し，生産性を高めていた。
イギリスで開発された新しい製鋼法はいち早く外国で採用され，企業集中が高
度に発達した。これに反してイギリスは伝統的に小規模企業で，つぎはぎ細工
的な発展をしたものが多く，海外の大量生産方式に比して非能率は免れなかっ
た。またイギリスでは企業の集中が後れたためにいろいろの点で不利な立場に
立たねばならなかった。では何故それが後れたのであろうか。これには種々の
理由があげられる。例えば，イギリスは開放市場であり，伝統的に個人主義，
レセ・フェールの風潮が強く，過去においてそれが余り成功的でなかったこと
などがあげられる蚤）。
しかし，より重大な欠陥は新しい製鋼技術の採用に消極的であった点であ
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る。ことに自国で開発したトマス塩基性炉法の採用を躊躇し，豊かな含燐鉄鉱
資源の利用を怠ったという点で鉄鋼業者のアントレプレナーシップの欠陥が責
められるぺきである。イギリスでは 1880年代初め (1880-5年）いらい低燐鉱
（ヘマタイト鉱）が次第に枯渇して原鉱の 6分の 1(金額では2分の 1)をスペイ
ンやスカンジナビアからの輸入に依存していた5)0他方，鉄鉱石埋蔵量の 3分の
1を占めるといわれた北東岸や東ミドランドの含燐鉄鉱は，それの利用を可能
にしたトマス塩基性炉法を自ら開発したにもかかわらず，ほとんど利用されて
いなかった。もし鉄鋼業のリーダー達が「広大な視野をもち，組織・指揮およ
び管理の面でもっと大胆で精力的な能力」をもっていたならば，あれほど急激
な相対的衰退は起らなかったであろう 6)。
次に石炭産業であるが，ここでは先ず需要の伸びかたについて一言しておか
ねばならない。 1865年にかの「石炭問題」の著者ジェヴォンズはイギリス石炭
資源の将来について，コストが増大するのみならず，一世紀以内に採堀可能な
石炭資源は枯渇するであろうと悲観的な予言をしたが，この予言は見事に外れ
た。というのも世界的にいって現実の石炭需要は彼が予想したほどの高率では
伸びなかったからである。石油や電力という競争的なエネルギー資源が出現し
てきたこともその一因だが，特に重要なことは石炭節約的な工夫がなされ，燃
料の効率を上げるようになったことである。イギリスの例をあげると， 1869年
には鉄鋼業に3_200万トンの石炭が消費されたが，これは同年の石炭生産の32.5
％にあたった。ところがベッセマーの転炉法やシーメンス平炉法による燃料の
節約，あるいは炉から出る余熱を利用し，蒸気力をえ，これを圧延工場その他
の機械の動力源にすること等によって，鉄鋼業の石炭消費は1887年には2600万
トン，全生産高の16.5彩に減少している'l)。もちろん熱管理技術の向上にるよ
このような石炭節約は工業一般についていえることであり，またイギリスに限
った現象ではなく世界的な傾向であった8)。
ところで，英米の生産性を比較すると， 1891年，アメリカの炭坑労働者1人
当りの平均出炭量はイギリスの 2倍に近い9)。これは19世紀後期にイギリス石
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炭産業の機械化が後れたためである。 1901年アメリカでは出炭量の約25%が機
械による採炭であったが，イギリスではわずか1.5彩に過ぎなかった。 イギリ
スでもコール・カッターやコンベヤーは1880年までに導入されていたが， 1913
年になっても，主にミドランドの新しい炭坑を中心に約3000の採炭機が用いら
れていた程度で，機械による採炭は全体の 8.5%に過ぎなかった。同年アメリ
カでは機械採炭は40%を超えていたのである。このように機械化が後れた一つ
の理由は，イギリスの地理的条件が機械の採用にとってアメリカのばあいほど
有利ではなかったということである。すなわち，炭層が薄く，断層が多い上に
天井や鉱床の条件も悪く，また実験の結果も幾多の技術的困難ー小石による機
械の短命，動力供給の困難さーがあって思わしくなかった。しかしアメリカに
比して地理的条件が不利であったとしても，炭坑主としては，機械化によるコ
ストの低下，出炭量の増加，炭質の向上，つるはしの届かない薄い炭層の採掘
可能といったような利点を考えることが出来たにちがいない。とすれば，機械
化を後らせた他の原因が企業家の側にもあったことになる。 1901年，ある批判
者はいう「現在まで炭坑経営者や炭坑主にとっては，すべての新しい発明を冷
淡視し，その炭坑にとって経営上その収益性がほぽ確実と思われる状態になっ
てやっと採用するのが習わしであった。」また1906年にある鉱山監督官は「手掘
りから機械掘りへの転換に要する現実の費用がおそらく，そうした機械の普及
を妨げている強い理由の一つである」と述べている。これらの主張から考えら
れることは，イギリスの企業家に共通の例の保守性ということのほかに，イギリ
スでは鉱山地帯における早婚の風習や農村の余剰労働によって，労働力が豊か
に供給されたため，機械化への誘因が弱かったこと，いいかえれば，一方に
おける労働コストの節約分は他方における資本コストの増加分によって相殺さ
れるのではないか，という懸念があったこと，イギリスでは既に多くの老朽炭
坑をかかえていた上に小企業（同族企業か小さなパートナーシップ）が支配的で，｝レ
ール地方のような企業集中が進まず，その結果，金融上の能力が低かったとい
うことである10)。
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繊維工業はその性質上，後進国の工業化によって最も影響を受け易い工業で
ある。綿紡績は殊にそうで，綿糸市場は急速に縮小した。かつてはランカシャ
一の最上の顧客であったドイツに例をとると， 1872年に直接またはロッテルダ
ムを経て間接にイギリスから輸入した綿糸は850万ポンドに上ったが， 同国に
おける綿工業の発展と保護関税によって，今世紀初頭にはわずか8万ポンドに
減少した。ランカシャーの他の上得意であったイクリー，インド，支那，日本
でも綿糸布は自給自足ないしは輸出市場を求めつつある状態であった11)。か
くて次第に市場，とりわけ太糸による下級品市場を失ったマンチェスターは細
糸による高級品を中心に専門化せざるをえなかったのである。しかも紡績部門
では70年代に入ってオールダムを中心に株式会社の設立がみられたが，流行の
移り変りが速く，市場がバラエティに富んでいた織布部門では依然として小企
業が支配的であった12)。つまり個々の小企業が， それぞれ特定の高級綿布の
製造に特化していたわけである。ランカシャーにおけるこのような高級品の多
種少量生産の傾向が技術の向上を妨げる一因となって， 19世紀にはみるべき発
明は生まれなかった。このイギリスの傾向とは逆に，少数種類の下級品を大量
生産したアメリカ綿業においては， 19世紀後期にリング紡績機や完全自動式の
ノースロップ織機を生んだ。イギリスでは1825年にロバーツの発明した自動ミ
ュールが次第に改善されて，太糸と中細糸の面では普及したが，高級の細糸に
はなお昔の手動ミュールも余命を保っていた。アメリカではJ. ソープが1828
年にリング紡績機を発明しており，作業の継続性という長所の故に普及した。
これは19世紀中頃にランカシャーヘ入ったが，高級綿布用の横糸が紡げないと
いう欠点もあって採用が後れ，それが着実に普及するのは，ほぼ90年代のこと
であった。アメリカで開発されたもう一つの発明は1892年に生まれたノースロ
ップの自動織機で，これは横糸が切れると織機が自動的に止まって稜をかけ直
すように工夫されており，作業の中断を最小限に・したもので，特にアメリカ製
品のようなシンプルな平織には適切であった18)。 しかし前述のような特徴を
もつランカシャー製品にとっては，完全な自動織機もアメリカ製品のばあいほ
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ど能率的ではなく，したがって普及も後れたわけである。要するにイギリスの
ばあいは，市場の，したがって製品のタイプが技術革新に不利であった，とい
うのであるが， 19世紀後期の綿業における技術革新が，いずれもランカシャー
ではなく，アメリカで開発されており，しかもそれの採用が遅々としていたと
いう点を考えると，ランカシャーの世界市場における相対的なシェアーの縮小
は，綿業家自身の経営能力の乏しさに，かなり大きい責任があったと見なけれ
ばならない。
以上，イギリス工業がなぜ停滞したか， という問題を三つの主な（旧）工業
について考えてみたのであるが，いまこの問題をイギリス工業における技術革
新の後れ，いいかえればドイツやアメリカに比べてプラントや工業組織の近代
化，新技術の採用の後れ，がなぜ生じたかという点に焦点をおいて，もう一度全
般的に考えてみよう。
技術革新を阻んだ要因は，既に述べたように各工業によって異るが，一般的
にいって， (1)工業発展における「早いスタートのハンディ・キャップ」 the 
handicap of the early start (2)労働力，特に熟練労働力の豊富， (3)科学技
術教育制度の欠陥， (4)企業家の保守性，は程度の差はあれいずれも阻止的に作
用する要因であった14)。
第ーは工業発展の早いスタートが，かえって後の経済発展を不利にしたとい
う主張であるが，要するにこういうことである。イギリスは最初に産業革命を ～ 
達成したパイオニーア・カントリーであり，試行錯誤の結果，近代工業生産を
樹立することに成功した。後に続く国々は前者の轍を踏むことなく，成功面だ
けを模倣すれば足りるから，最小のコストでいっそう優れた生産方法を導入す
ることができる。パイオニーアの生産方法はかくて時代後れとなり，古いプラ
ントを撤去するとなれば，それには大きい犠牲が伴うことになる。こういう主
張の実例は，この時代の綿工場でも製鉄所でも見られたことである。また運河
• 鉄道・船舶・港湾といった輸送施設のばあいのように，既存の設備を変える
（大型化とか，ゲージの拡大とか）となれば，旧施設の一部を撤去更新するに止ま
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らず，他の関連施設にも波及するという例も多い。このほか当面の論点に直接
関連しないが，石炭・鉄鋼のような地下資源の開発においても，バイオニーア
の条件は次第に悪化するからコストが逓増し，それだけ遅くスタートしたもの
よりも不利になるという一面もある。
しかし， 「早いスタートのハンディキャップ」という主張に対しては，次の
ような反論のあることを知っておかねばならない。すなわち，旧プラントは減
価消却が進み，会計上はスクラップに帳簿価格はゼロに近づきつつあるとすれ
ば，早いスタートは大したハンディキャップとはならないであろう。また地下
資源は早いスタートの故に早く枯渇し，コスト高となるが，他面，他の資源の
早い開発を促がすというプラスの作用がある。
第二はイギリスの企業家は労働力の供給という面では質・ 量ともに恵まれて
いたために，積極的に資本・労働比率を変えるという動機がかえって弱められ
る傾向があり．また労働者の側からもそれに強い抵抗を示したということで，
前述の石炭産業における機械化の後れはその一例である。これとは逆の傾向を
もつのがアメリカの場合で，そこでは広大で肥沃な西部の処女地がある限り，
東部の労動者を引きつけるから，東部の工業は常に労働力が不足がちとなり，
熟練労働の不足という質の欠陥と相まって，機械化の普及を促進したのであ
る。
第三の科学者ないし技術者の養成という点でイギリスの教育制度が遅れてい
た（特にドイツに比ぺて）ことは， この時代いらい繰返し指摘されてきた問題で
ある（これは20世紀の今日なおイギリス教育制度の重大な欠陥として改革の重要な一項
目となっていることを付記しておく）。産業革命の技術的基礎を築いたのは実際家
であり，いわばアマチュア技術者であった。だが「鋼の時代」の到来とともに
彼らの時代は過ぎ去った。代って専門の科学者や技術者の存在が大量生産時代
の不可欠の前提条件となり，彼らを育成する科学技術教育制度を充実すること
は，工業発展に果たすべき国家の重要な任務の一つとなったのである。国家が
この変化に機敏に対応しえなかったことが「新興工業」の発展を後らせる一因
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となったことは周知の通りである。
第四は企業家の保守的態度であるが，第三の指摘と同様，言いふるされてき
たことである。だが，これを単にイギリス企業家の伝統的性格として片付けて
しまってはならない。それは余りにも非科学的であるばかりでなく，時には，
科学的分析を避けて「保守的」というこの便利な言葉の中に不可解なすべての
要素を投げ込んでしまう危険さえある。われわれは保守的という前に，近代エ
業制度の導入にリスクを賭けた，あの初代工業企業家の退しいパイオニーア・
スビリット，旺盛なアントレフ゜レナーシップを想起すべきである。しかる後に，
その積極的・進歩的性格が一体どうして保守的な性格に転化していったのか，
その経済的・社会的・政治的プロセスを追及しなければならない。例えば，経
験と勘に頼って金儲けができた時代の成功，安定した高利潤の再投資によっ
て，いいかえれば自己金融によって，独力で個人企業を育成してきた誇りと自
信，このような初期の大成功が却って禍となったのか，あるいは，ヴィクトリ
ア盛期の遺産である巨大な資本輸出がイギリスをレントナー化し，これが企業
家の無気力を生む一因となったのか，それとも，田舎に地所を購入し，引退し
てゼントリー化することを成功者のゴールと考える社会的風潮が禍したのか，
等々。これは実に興味深い問題であり，今後の企業者史研究1ご課された重要な
課題である。
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